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Abstract: The number of collapses of slope induced by the Geiyo-earthquake occurred in March, 2001 was
overwhelmingly small to compare with the number by other same degree earthquakes before. However, col-
lapses of slope are prone to occur relatively in a smaller amount of precipitation after the earthquake. The effect
of seismic motion in the Geiyo-earthquake in 2001 was firstly evaluated by the maximum seismic acceleration,
duration time of strong seismic motion and the direction of both strong motion and collapses of slope. And then,
the amount of precipitation that was related to collapses of slope before and after the Geiyo-earthquake by
examining hourly rainfall and working rainfall (half-value period 72 hours) was considered. As a result, it was
found that 60 to 80 percentage of precipitation, in which collapses of slope had been prone to occur before the
earthquake, would be related to the phenomena such as slope failure and/or stone wall destruction, and land-
slides might occur to all direction regardless of the direction of strong motion over 250 gal in seismic accelera-
tion.
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１．はじめに
　地震は降雨とともに土砂災害の誘因と考えられる現象である。2001年３月24日15時24分頃、
瀬戸内海安芸灘を震源とする地震が発生し（平成13年芸予地震M6.7）、広島県では多くの斜面で異
常が見られた。しかし、過去に起きた同程度の地震による斜面の異常に比べると圧倒的に発生件数は
少なく（地頭薗ら ,1998；沖村ら ,1999a；水山ら ,2001；佐々ら ,2001；山本ら ,2002）、このこと
は地震発生前に降雨の無い状態が続いていたことが原因であると考えられる。しかし、斜面や石垣の
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異常がまとまって発生したものとしては、地震から約３ヶ月後の2001年６月19日に集中的な降雨
によるものがあげられる。このときには、広島県土木建築部砂防室に報告されているものだけで、呉
市を中心に瀬戸内沿岸地域において斜面崩壊14件が発生した（注：これら以外に、小規模なものや
災害とならない程度の畑の石積みや石垣の崩れなどは他の日時にも発生している）。
　広島県では1999年６月29日に土石流および斜面崩壊等による土砂災害が発生したが、2001年
６月発生時付近の降雨量は、1999年６月発生時付近の降雨量に比べ非常に少ない。すなわち、1999
年６月の時にはまだ斜面の崩壊が発生しなかった降雨量で、2001年６月には斜面の異常が発生して
いる。これは2001年３月24日の芸予地震による影響があったためではないかと考えられる。地震
後の降雨による斜面崩壊の検討については過去に報告された事例が少ない。1995年１月の兵庫県南
部地震（M7.3）に関する報告では、地震後の降雨による崩壊地の拡大・新規発生に関する検討（平
野ら,1997）や地震後の降雨による斜面崩壊を多平面安定解析によって崩壊発生の原因を考察する検
討（沖村ら,1999b）はなされているが、具体的な雨量値と斜面崩壊発生との関係についての検討は
行われていない。
　そこで、本研究では1999年６月と2001年６月に発生した斜面崩壊を比較し、地震動の影響を受
けた地域における地震前後の降雨と斜面崩壊発生との関係の変化を検討することにした。
２．対象地域および降雨データ
　本論文では、1999年６月と2001年６月の双方で被害が発生している広島地域、呉地域、竹原地
域を検討の対象とした（図1）。降雨データとしては、1999年６月29日に関しては、（社）地盤工
学会中国支部により集められたデータも参考に、気象庁アメダス観測点から32箇所、国土交通省所
管の観測点から８箇所、広島県所管の観測点から119箇所、広島市消防局所管の観測点から14箇所、
日本道路公団所管の観測点から28箇所で得られた値を用いた。1999年７月から2001年５月に関
しては、気象庁アメダス観測点32箇所の値を用いた。2001年６月に関しては、広島県防災情報シ
ステムホームページにて得た広島県下235箇所の雨量観測データを用いた。時間雨量は短時間降雨
の指標として用い、先行降雨の指標としては実効雨量を用いた。実効雨量は半減期72時間として１
時間ごとに減衰させる方法で計算した。対象地域の地質は、広島県に特徴的な風化花崗岩土壌のマサ
土である（三木ら,1983）。実効雨量の半減期を72時間としたのは、桑田（2002）による風化花崗
岩・マサ土分布地域における土石流発生限界雨量の検討により、半減期72時間を用いた場合が、最
も空振り率が低く適合率が高いことが示されているためである。
図1　本研究の検討対象地域
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３．1999年６月29日と2001年６月19日の土砂災害につながる降雨の状況
　1999年６月は月雨量が広島県各地で400mmを超えたが、特にアメダス呉観測所では520mmも
の雨量が観測された。５月末から６月中旬にかけては時間雨量10mm/hr前後の降雨もあったが、無
降雨期間も長く、６月17日16時の対象地域における実効雨量値は、広島および呉地域では８mm、
竹原地域では６mmであった。６月17日16時から19日13時にかけての45時間で、広島地域で
は57mm、呉地域では36mm、竹原地域では57mmの雨量があったものの、その後は23日11時
まで無降雨の状態が続いた。23日11時の実効雨量値は広島地域では20 mm、呉地域では14mm、
竹原地域では22mmであった。その後24日６時から25日12時にかけての30時間で、広島地域で
は96mm、呉および竹原地域では115mmの雨量があり、１日あまりの無降雨状態を経て、26日14
時から27日5時にかけての15時間で、広島地域では65mm、呉地域では84mm、竹原地域では
80mmの雨量があった。27日５時の実効雨量値は広島地域では128mm、呉地域では155mm、竹
原地域では152mmであった。実効雨量の値は100 mmを超えているが、時間雨量は20mm/hrを
超えておらず比較的弱い降雨が続いた。その後、40時間の無降雨状態を経て６月29日を迎えた。29
日９時における実効雨量値は、広島地域では115mm、呉地域では102mm、竹原地域では99mm
である。
　図2に、1999年６月29日の広島県における降雨状況を13時から19時にかけての経時変化とし
て示す。地図上にグラデーションで塗りつぶしている部分は175mm以上の実効雨量の分布範囲を
25mm間隔で、黒の曲線は10mm/hr以上の時間雨量の等値線を10mm間隔で表している。この図
より以下のことが読みとれる。６月29日の降雨の範囲はN-SからNNE-SSW方向に分布している。
雨量の値は時間雨量30mm/hrを超える範囲が多数分布し、実効雨量も200mmを超えている。時
間雨量は西から東へ降雨の分布範囲が移るにつれ弱まっている。広島地域において被害が発生した
14時から16時にかけては、実効雨量値が150～250mmに達していて、時間雨量もほぼ全域で
30mm/hrを超えており、多い所では60mm/hr以上になっている。呉地域において被害が発生した
15時から18時にかけては、実効雨量値が175～275mmに達していて、時間雨量も20～60mm/
hr以上を記録している。竹原地域において被害が発生した17時から18時にかけては、図には示し
ていないが実効雨量値が100～150mm、時間雨量が20～40mm/hr以上である。以上のことを表
1にまとめた。
　一方、2001年６月の月雨量も、アメダス広島観測所では1999年6月と同じ程度の400mmの雨
が降ったが、呉観測所では300mm、竹原観測所では360mmの月間降水量であった。図3に、2001
年６月19日の広島県における降雨状況を15時から21時にかけての経時変化として示す。地図上に
グラデーションで塗りつぶしている部分は100mm以上の実効雨量の分布範囲を25mm間隔で、黒
の曲線は10mm/hr以上の時間雨量の等値線を10mm間隔で表している。６月19日に起きた斜面
崩壊のうち、広島地域の斜面崩壊については発生時刻がわかっているが、呉および竹原地域の斜面崩
壊については正確な発生時刻が不明である。
　この図より以下のことが読みとれる。６月19日の降雨の範囲はE-WからENE-WSW方向に分布
しており、時間経過とともに降雨の範囲が広島県北部から南部に移動している。時間雨量は約10
～20mm/hrで、実効雨量も県北では18時頃から100mmを超え始めるが、それでも1999年６月
29日で見られた200mmを超える実効雨量値はどの地域にも見られない。図には示していないが、
12時から15時までの各1時間雨量の分布も同様な方向性を示し、降雨の分布範囲は時間経過ととも
に西から東へ移動している。
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図2　1999年６月29日の広島県における時間雨量および実効雨量の経時変化
（実効雨量は175mm以上のみをグラデーションで表す）
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図3　2001年６月19日の広島県における時間雨量および実効雨量の経時変化
（実効雨量は100mm以上のみをグラデーションで表す）
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被害地域 時間雨量（mm/hr） 実効雨量（mm） 被害件数（件以上）
広島 20-60以上 150-250 500
呉 20-60以上 175-275 250
竹原 20-40以上 100-150 5
被害地域� 被害件数（件以上）�
広島� 1�
呉� 10�
竹原�
時間雨量（mm/hr）�
約10
10-20�*�
10-20�*�
実効雨量（mm）�
約150
100-125�*�
75-125�*� 1�
* 被害発生時刻不明のため推定値�
　そこで、呉および竹原地域において発生した斜面崩壊が、広島地域において発生した斜面崩壊とほ
ぼ同じ頃に起きたものと考え、21時頃の時間雨量および実効雨量を斜面崩壊発生時の降雨量として
用いた。対象地域における2001年６月の斜面崩壊の時間雨量、実効雨量、被害件数を表2に示す。
表1　1999年６月29日対象地域の雨量データおよび被害件数
表2　2001年６月19日対象地域の雨量データおよび被害件数
　表1および表2より、1999年６月29日と2001年６月19日を比較すると、時間雨量、実効雨量、
被害件数ともに1999年６月29日の方が圧倒的に多い。時間雨量に関しては10～40mm/hr以上、
実効雨量に関しては約25～150mmの差がある。この差が被害の発生件数に影響を与えたことも考
えられるが、対象地域における1999年６月に発生した個々の斜面崩壊に結びついた時間雨量および
実効雨量を調べたところ、2001年６月斜面崩壊発生時における時間雨量および実効雨量双方とも
1999年６月より大きな値はなく、2001年６月の崩壊発生に結びついた降雨量では1999年６月に
は斜面崩壊が発生していない。
　このことから、1999年６月29日から2001年６月19日までの間に、地盤の強度低下につながる
要因があったことがうかがえる。例えば、最も大きな要因としては2001年３月24日に発生した芸
予地震（M6.7）による地震動の影響が考えられる。
４．平成13年芸予地震による地震動の影響
　2001年３月24日午後３時24分頃、瀬戸内海安芸灘を震源とする地震が発生した。地震の規模を
表すマグニチュードは6.7で、震源の深さは約51kmである。広島県ならびに愛媛県を中心に斜面崩
壊、落石等の斜面異常が生じ、屋根瓦の破損、石垣崩れといった住宅被害も多数発生した（写真1～
3）。また、賀茂郡河内町で被害には至らなかったものの落石防護ネットで巨礫が止まった斜面や、擁
壁やモルタル吹きつけにクラックが生じているのを確認した。
　本研究では、平成13年芸予地震による地震動の影響の解析方法として、独立行政法人防災科学技
術研究所のK-net（強震度地震観測網）およびKIK-net（基盤強震観測網）のデータを用いた。およ
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NS 成分�
EW 成分�
UD 成分�
3次元成分�
地震計の位置�
そ10gal以上を記録していた、震央から200km以内にある163箇所の観測所（広島県内では20箇
所）からNS（南北）成分、EW（東西）成分、UD（鉛直）成分の地震加速度をダウンロードし、３
次元的に合成させたものを各観測所での地震加速度とした（図4）。
写真1 (左上) 急傾斜地における被害
（呉市両城地区、2001年３月25日）
写真2 (左下) 石垣の崩壊による土砂移動
（写真1で囲った被害箇所を拡大し
たもの（呉市提供））
写真3 (右上) 国道432号沿い、椋梨川右岸側の斜
面の崩落
（賀茂郡河内町、2001年３月25日）
図4　地震加速度の３次元合成ベクトル模式図
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　落合（1997）は、無限長モデル斜面において地震時の斜面変動の発生機構を検討し、地震による
斜面変動の解析を行う際には、入力する地震力の成分として水平方向（NS成分とEW成分の合力）
を取ることが適切であることを示した。その考え方にしたがって、林ら（2001）や森（2002）は水
平方向と鉛直方向とを分けて斜面安定解析を行っている。しかし、地震による被害が大きかった賀茂
郡河内町では、斜面崩壊にはいたらなかったものの節理が発達し流れ盤構造を持っていて、いくつか
のブロック体にわかれ今にも崩れそうな箇所が見られた。このような場所では、鉛直方向の揺れで
あっても流れ盤構造をもつため、上方向の揺れにより流れ盤に垂直な方向と平行な方向にも揺れの成
分が発生するため、節理面より上部のブロック体は流れ盤に垂直な方向に放り出されるような力を受
けると考えられる。また、下方向の揺れから上方向の揺れに変わる時に、流れ盤方向にすべる運動を
することも考えられる。ゆえに、本研究では、従来地震による安定解析で用いられてきた水平成分の
みではなく、鉛直成分も加えた3次元合成ベクトルによる地震加速度を用いることとした。
　図5に、広島県瀬戸内沿岸地域における最大加速度の等値線図を50gal間隔で示す。図5には対
象地域における2001年６月の降雨により発生した斜面崩壊場所も示しており、この図よりすべての
崩壊発生箇所で平成13年芸予地震において250gal以上の揺れを観測したことがわかる。対象地域
における最大加速度は、広島地域で450～500gal、呉地域で450～550gal、竹原地域で250～
300galであった。
図5　最大加速度等値線と2001.6.19斜面崩壊発生箇所
　図6に、広島県瀬戸内沿岸地域における｜98｜gal以上の地震動が継続した時間を等値線で示す。
単位は秒で、２秒間隔で表した。強震動とは、気象庁の震度階級で震度Ⅴ以上に対応し、地震加速度
レベルでは約0.1G（98gal）以上の地震動に対応するため（中川ら,1996）、本研究では｜98｜gal
以上の地震加速度を強い揺れと考え、最大加速度のみでなく強い揺れの継続した時間が与えた影響に
関しても検討した。また、｜98｜gal以上の地震加速度を記録した地域は、震源に近い広島県、愛
媛県、山口県を除きほとんどなかったため、解析のデータとして広島県、愛媛県および山口県内にあ
る54箇所の観測所データを使用した。図より、2001年6月に斜面崩壊が発生した場所では、平成
13年芸予地震において広島地域では18～20秒、呉地域では20～23秒、竹原地域では16～18秒
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の強い揺れが継続したことがわかる。
図6　│98│gal以上の揺れが続いた時間と2001.6.19斜面崩壊発生箇所
　対象地域における平成13年芸予地震およびその後の降雨（2001年６月）により発生した斜面崩
壊の移動方向と揺れの方向との関係について検討を行った。38箇所の斜面崩壊の移動方向と、崩壊
発生場所に最も近い強震動観測点における水平動の軌跡とを合わせたものを図7に示す。縦軸および
横軸の単位はG（gravity）、白抜きの矢印は崩壊移動方向を示す。また、２本の実線で囲まれた範囲
は図より読みとれる卓越する揺れの方向である。
　近藤ら（2002）は、地震による斜面崩壊は地震慣性力によって発生するため、崩壊土塊の移動方
向に最も影響を与える地震加速度は、移動方向と反対側方向の地震加速度であるとしているが、筆者
らは、移動方向と反対側方向の地震加速度に加え、移動方向と同じ方向の地震加速度も土砂移動方向
に影響を与えると考えた。
　この図より、平成13年芸予地震において各観測点で揺れが卓越した方向は、湯来観測所ではENE-
WSWからEW方向、呉観測所ではNE-SWからENE-WSW方向、大野観測所ではNW-SEからWNW-
ESE方向、三原観測所ではNNW-SSEからNS方向であることが読みとれる。また、地震時および
地震後の降雨による斜面崩壊が、卓越する揺れと同じ方向もしくは反対側方向に移動したものは36.8
％であり、揺れが卓越すると予想される方向に移動しているものもあるが、異なる方向に移動したも
のの方が多くあることがわかる。その原因は、多くの斜面崩壊が発生した場所が、強震動観測点の設
置場所と離れていたため、もしくは局所的な地形および地質構造の影響を受けたためであると考えら
れる。
　しかし、卓越する揺れではなくても、すべての方向について約0.25G（約250gal）の地震加速度
を記録している。すなわち、250gal以上の地震加速度に相当する地震動の影響を受けた場所では、
揺れが卓越する方向ではなくても崩落・崩壊しやすい物質の向いている方向に、地震時および地震後
の降雨によって土砂移動現象が発生すると考えられる。
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図7　水平動の軌跡と崩壊移動方向
（縦軸および横軸の単位はG (gravity)、白抜きの矢印は崩壊移動方向、
２本の実線で囲まれた範囲は卓越する揺れの方向を示す）
５．芸予地震前後に被害の発生につながらなかった雨量の検討
　1999年７月１日から2001年６月18日までに、対象地域とした広島地域、呉地域、竹原地域に
おける、斜面崩壊発生時と同様な降雨状況の有無について検討した。平成13年芸予地震前に関して
は1999年６月斜面崩壊発生時の雨量データと、芸予地震後に関しては2001年６月斜面崩壊発生時
の雨量データと比較した。
　芸予地震前に関しては、1999年10月から2001年３月までの月雨量を対象地域についてみたと
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ころ、1999年６月の月雨量に比べ、すべての月において半分以下の雨量しか降っていない。しかし、
月雨量が少なくても集中して降雨があったことも考えられるため、時間雨量30mm/hrを超える短時
間強雨の発生日時について調べた。対象地域においては、広島地域で2000 年 10 月９日８時に
32mm/hrを記録している他は30mm/hrを超えたものはなかった。32mm/hrを記録した広島地域
に関してもその前後で無降雨状態が続いていた。以上のことより1999年10月から2001年３月ま
での期間では、1999年６月29日に匹敵する降雨状況がなかったと言える。
　1999年７月から９月に関しては、月雨量が1999年10月から2001年３月に比べて多かったた
め、実効雨量値を求めて検討を行った。対象地域において1999年６月29日の状態に最も近い時間
雨量および実効雨量の値は、広島地域で９月24日9時から10時にかけて時間雨量19mm/hr、実
効雨量89mm、呉地域で８月18日20時から21時にかけて時間雨量19mm/hr、実効雨量79mm、
竹原地域で７月28日１時から２時にかけて時間雨量16mm/hr、実効雨量56mmであった。表1よ
り、1999年６月の斜面崩壊発生時における時間雨量および実効雨量の最低値は、それぞれ20mm/
hrおよび100mmであり、1999年7月から9月までの降雨ではその値に達していないことがわかる。
　芸予地震後に関しては、対象地域における2000 年 12 月の月雨量がアメダス広島観測所では
15mm、呉観測所では28mm、竹原観測所では35mmと、降雨が非常に少ない状態であったため、
2001年１月からの時間雨量を用いて実効雨量値を求めた。
　2001年６月19日に斜面の崩壊が発生した時点での対象地域における実効雨量値は、広島地域で
約150mm、呉地域で100～125mm、竹原地域で75～125mmであることは前述した。
　一方、芸予地震後の2001年３月25日から６月18日までの実効雨量値では、2001年６月19日
斜面崩壊発生時に匹敵する値は対象地域において認められず、最も近い値として広島地域で５月24
日０時の65 mm、呉地域で５月24日０時の68mm、竹原地域で６月18日22時の68mmであっ
た。しかし、65～68mmの先行降雨があるにしてもその後の1時間雨量が10mm/hrを超えていな
いため、被害発生に結びつかなかったと考えられる。
　また、2001年３月25日から６月18日までの時間雨量に関しても30mm/hrを超す短時間強雨
は、アメダス倉橋観測所で６月６日に31.5mm/hrが観測されたのみで対象地域においては皆無で
あった。発生前日の2001年６月18日には対象地域を含め広島県各地で20mm/hrを超える時間雨
量を観測しているが、６月７日以降無降雨状態が続いており実効雨量値も20mmを下回る値であっ
たため、被害にはならなかったものと思われる。
　なお、2001年５月２日正午すぎに呉市で民家の庭の石垣が一部崩れ落ちた。アメダス呉観測所に
よる５月２日正午の実効雨量は51mm、正午から13時にかけての時間雨量は0mm/hrであった。
このように、小規模な斜面の異常や石垣の異常などはこのほかにもあるものと思われる。
６．まとめ
　平成13年芸予地震によって発生した崩壊や崩落などの斜面の異常は、地震加速度が250gal以上
のところに分布していることがわかった。また、芸予地震の発生時点での地中の水分状態は、先行降
雨の解析から比較的乾いた状態にあり、そのため同程度の地震と比べたときに、崩壊や崩落などの斜
面の異常が少ないことが示唆された。そのため、地震後には比較的容易に小さな降雨によっても斜面
の異常が生じる可能性が考えられ、広島、呉、竹原の３地域を検討の対象として降雨と斜面崩壊との
関係を調べてみた。その結果、以下のことが明らかになった。
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① 強い地震の発生前にあたる1999年６月29日斜面崩壊発生時の時間雨量は、広島、呉、竹原地
域において、それぞれ20～60mm/hr以上、20～60mm/hr以上、20～40mm/hr以上、ま
た、実効雨量（半減期72時間）はそれぞれ150～250mm、175～275mm、100～150mm
であった。これに対し、強い地震の発生後にあたる2001年６月19日斜面崩壊発生時の時間雨
量は、それぞれ約10mm/hr、10～20mm/hr、10～20mm/hr、また、実効雨量はそれぞれ
約150mm、100～125mm、75～125mmであった。
② 2001年３月24日に起きた平成13年芸予地震において、対象地域で観測された最大加速度は広
島地域450～500gal、呉地域450～550gal、竹原地域250～300galの強い揺れであった。
また、｜98｜gal以上の揺れが続いた時間はそれぞれ18～20秒、20～23秒、16～18秒で
あった。
③ 平成13年芸予地震およびその後の降雨による土砂移動現象のうち、卓越する揺れと同じ方向も
しくは反対側方向に移動したものは約４割であった。また、卓越する揺れではなくても、すべて
の方向において250gal以上の地震加速度に相当する地震動の影響を受けていた。
④ 1999年７月１日から2001年６月18日までの期間において、平成13年芸予地震発生前には
1999年６月29日斜面崩壊発生時の雨量に匹敵するような降雨はなかった。また、芸予地震発
生後でも、2001年６月19日の斜面崩壊発生時の雨量に匹敵するような降雨はなかった。
⑤ 以上のことより、250gal以上の地震加速度に相当する地震動の影響を受けた地域では、地震に
よって受けた揺れの方向に関係なく、地震前の斜面崩壊発生に必要な雨量の６～８割程度の降雨
量で、斜面崩壊や石垣崩れなどの現象につながる可能性があるといえる。
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